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1，概要

　 黔08 年 9 月 現在 新 型 イ ン フ ル エ ンザ は 家だ 発劣 して

い・ない 。 しか し新型イ ン フ ル エ ンザに 変異するお そ れ が

あ る 強 毒性 の llsNl型 鳥イ ン フ ル エ ンザ によ っ て 既 に多

くの 鶏等 が罹 患 して い る 。 また 人問へ の 感染事擁も数召

例 に 達 しそ の 死 亡 率 は 5脇 を越 えて、紙 型 イ ン フ ル エ ン

ザ対 策 が 求め られ て恥 る。新 型イ ン フル エ ン ザの 流行 は

1駕 程 度続 く と想 定 され て い る。一
方、感染 症対 応 で は

入 間が どの よ うに 行勁するか が 被害 を軽減 出 来 るか 否 か

の 大き な 要 素 とな p て い る 。 こ こ で は、20es 年 9 月時

点の 状 況を記 違す る とと もに、地域安金 に 向けた企業等

を 中心 と した 対悠策 に つ い て検 討 す る。

2．新型イ ン フ ル X ン ザの パ ンデ ミ ッ クの 概要
　イ ン フ ル エ ンザ は 日本で は 主 に 冬 挙 に 流 行 す る病 気 で．
風 郷 よ り璽 篶 にな る場 合 も多 い ウ イル ス 性疾患 で あ る。
イ ン フ ルエ ン ザウ イル ス は A．B、　 C の 型 が あ り、そ れ ぞ

れ頻繁 に爽然 変異 を起 しなが ら流 行 す る。特 に 再型 は数

十 年 に・・度 大 幅 な変 異を 趨 し、火流行い わ ゆ る パ ン デ ミ

ッ クを趨す 。 近年 で はス ペ イ ンイン フ ル エ ンザ、ア ジ ア

イ ン フ ル エ ン ザ 、香 港 イ ン フ ル エ ンザ等 が あ る 。 1918−

19！9 駕 の ス ベ イ ン イ ン フ ル エ ンザ で は 世界中で 入 觀 の

25・−3e％ が羅慇 し 4000万 入 が 死 亡 した と 推 計 さ れ て い る。
今 後 の 大流 行 が どの よ うな も の に な る か 不 明で ある が、
こ れ らか ら推謙す る と、騒本 で全入 ロ の 25Xが罹愚す る

と医療機聡 を 受診す る患者数は 25DO 万 人 v 入 院患庸

53−・200万人、死亡 鬆 1  64万 入となるとされてい る 。

　
一
方，イ ン フ ル エ ン ザの 突然変異 は 鳥、豚等 を介在す

る事が科学的 に黝 明 して き て い るが、こ こ 数年 きわ め て

強 毒 徃 の HsNl 鳥 イ ン フ ル エ ン ザ の 流行が 確認 され．さ

ら に 入 類 へ の 感染が 確 認 さ れ て い る。世 界 保 健 機 構

（搬   で は鳥 イ ン フル エ ン ザ の 監 視 を闘始 して お り
：、

20総 年 巨 燵以降 2ee8駕 6 月 19臼現茯、鳥イ ン フル エ

ンザ に 罹 患 し たの は 38S症 例 で そ の うち 243入が 死 亡 し

た と集辭 して い る。も し、仮に こ の 鳥 イ ン フル エ ン ザ が

人類 に も 容 易 に 懣染 する よ うに 突 然 変異 を起 す と 入 類 に

とっ て極め て 大き い 脅威 とな る。
　顎 0 で は癰 型 イ ン フ ル エ ンザ の 発 生 に 儷え て そ の 流行

震合 い を 6 段踏の 警報 フ ェ
ーズと して 定 め た。現 時 点 は

f人へ の 新しい 亞型の 感染が確認 されて い る が，人 か ら

入 へ の 感染は基本的に 無 い 」 フ ェ
・一・

ズ 3で あ る Q も し人

か ら人 へ の 感 染 が 確認 さ れれ ば フ ェ
ーズ 4 、大 きな 懣染

集団が み られ れ ば フ Xw
一ズ 5 、そ して 大流行パ ン デ ミ ッ

クが発 生 し、一
般社会で 急速に感染が拡大す る と フx

一

ズ 6 とな る。3−〈1）で 後 述 する が 臼 本 政 府 は フ x 一ズ 4
で 対策本部 （総理 ・全閣僚）を設澱する こ とと して い る。

3 ．政鰐等の 23G8年 9月時点での対慮

（1 ）　 国の 現在の 対応状況

　政府 で は 内閣窟房 が 事務局 と して 全 体の 対 慾策
！
を 定

めて お り、直近 で は 200＄年 4 月 9 露に籍型 イ ン フ ル エ

ン ザ 及 び 鳥 イ ン フ ル ヱ ン ザ に 関 す る 関孫 省 庁 対 策会 議 X

を 醐催 し．そ こ で 環時点 の 予 防と フ ェ
ーズ 4 以降 の 鱒動

等 の 方 鎖 を定め て い る。また 各 省庁 か らそれ ぞれ 態 応方

針 や ガ イ ＃ライ ン 等 が公 表 され て い る。

表 1　 致蔚 の 各 フ x
一ズ 毒の 対 慮 体系

フ ヱ
ーズ 3 （現 段 階） 4 − 6

…感染防 止 入 院措置． ＜ ＜初 動 対 応 ＞ 〉
1

停留場 所の確 保． 水 際対 策 ：

． 雛響
b マ ス 媾 i難篶鷲

i＜ ＜ 初動 対 応〉 ＞　
．
地 域封 じ込 め ：

在磐邦 人 の 傑護 ・ i外趨自粛、
…　石　F　囁　
…　　　　　　　石　芒　P

感 染 症 危 険 情 戴 の

発儒等

移 動謝 畷等

医療体鰍 筑イ ン フ ル エ ン ザ 愚賓 の 入 院措置、
ウ イ ル ス 薬 （タ ミ 入 院 ・在宅

．
フ ル ）備 蓄

．
予 防 プ レ パ ン デ ミ ツ ク パ ンデ ミ ッ ク

ワ クチ ン の 備蓄 ワ ク チ ン の製 造

…
社 会 磯 簓 公 共 サービ ス の 事 業 の 継 続 ．プレ

iの 維持 事業繼続 諱画の パ ン デ ミ ッ ク ワ ク
…

策 定 推進 チ ン の 接種

そ の 他 翻 練、啓発、 不 要 不急の 栓会

国 艮 ・企業の準 備　　　　　　舮 活 動等 の 自粛覈講

注 　敵 爾 の 毅型 イ ン フ ルエ ンザ 対策 の 体 系よ り抜粋
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　堺生 労働省で は 厚 成 19 年度今冬の イ ン フル エ ン ザ

総 合 対 策 につ い て 戸 を 公表 し、イ ン フ ル エ ン ザ に 関す

る ホー
ム ページを 開設 した 。 そ の 中で   匿 ・自治体 と し

て の 対 策、  鰯 入 で出 来 る 竝 策、  事 業 者 ・職 場で 出来

る 対 策．  鬆 黶 イ ン フ ル エ ン ザ対 策行動 計 醸、  親型イ

ン フ ル エ ン ザ 対 策 ガイ ドライ ン等を 公 褒 し てお り
S・e、

2008年 9 月 12H を期 限 と して 現在 「購 業髫 ・職 場 に お

ける栽型イ ン フ ル エ ン ザ対策ガイ ドライ ン （改瀞案）」
7
毎こつ い て の パ プ リッ ク コ メ ン トを実施 して い る。
　また 、 最近の 登生情報は靉立感染症硝究所感染症情報

セ ン タ
ー

で 高病原 姓 鳥 イ ンフ ル エ ンザ情 報 と して み る事

が 出來 る。
　な お ．政蔚で は 2008年 5 月 に 「鐵染症の 予 防及 び感

染症 の 患 者 に 対 す る 廳療 に麗 す る 法律 jS を 可決総行 さ

せ 、鳥イ ン フル エ ンザ を 2 類 感 染 症 に 指定 し、毅聖 イ ン

フル エ ンザ等感染症の 定義を邊加 した。

（2 ）　　その 抱の 対応状況

　20 8 年 6 月 H 日に は 社団 法人 日本経 済団体 連 合 会 か

ら 「新璽 イ ン フ ル エ ンザ 対 策 に関す る提 言一国 民の 健康

と安全 確保に 向けて 実効の あ る 対策 を
一lP が 提起 され

た。また、2008年 6月 騒e 日に与 党鳥 ＄来 鋼 型 イ ン フ ル

エ ンザ 対策に 閲す る プ ロ ジ ェ ク トチ
ー

ム か ら 「鳥由 来新

型イ ン フ ル エ ンザ対策の 撥進に つ い て jli が 公表 され て

しsる。　廳叢界 で も髑 チむ｝ま高 く、　2008年 8　月　25　日｝こ、　社
団法人電子情艱技術産業協会 と杙嗣法人情報サービス 産

業擴会が 合問 で、　 ゼ情澱 シ ステム 産業 の 視 点 で の新型 イ

ン フ ル エ ン ザ射 策に闘す る 提言亅
n を ま とめ て 発表 した。

また各種啓蒙に 関する 小 瓣子
IS・N

が発 行されて きて い る。

4、新型インフ ル エ ンザの被書想定の 特徴

　 新 型 イ ン フ ル エ ンザ へ の 竝 応は 窪然災害 へ の 対憲 や 西

暦 200酵年悶 題 IY蹴 ）
ti

へ の 対応 とは 襃ずと異 な る。厚

生労 働 省 の f事業所 ・職 場 に お ける 親型 イ ン フ ルエ ン ザ

購策 ガ イ ドラ イ ン （改定案）」　
i
の 壊 5 事業継続計癈 に

お け る 地 震災 害 と新型 イ ン フ ル エ ン ザの 相違亅　（p24冫を

参考 に 表 2 に これ らの 被害想 定 の 特 徴 を ま と め た 4

　 これをみ る と、穎型 イ ン フルエ ンザは 塊震 災害と 異な

り全 徴 界 隣聴 に発生 する た め、被災地 以 外 の 場所で 操業

を継続す る こ とや ．皐期復 睡等の ため に 応援 を 蟹頼する

ことが難 しい と い う こ とがわ か る。こ れ は Y器 と似 て い

る。また、地 襲被害は過去の 経 験等か ら多少被 害状 況を

推定する 事 が 出来 るが 、イ ン フ ル エ ン ザ｝S 　Y2K と 隅様 に

事前の 被 害 想定 は 難 しい。一方、地震 災 審 と異 な りイ ン

フ jv　 ：ン ザは Y2K と 匳様 に 大きな 影響 を 被る 前に 多少の

時間的猶畢 が あ る こ とに希望が持て る。Y2K は結果 的に

2000年 2 月 29H の 邸政 オ ン ラ イ ン 《鰡 の
一時 停 止 等 多

少の 影響が あっ たが 、 世界的に 大過な く対処で きた 。 こ

れ は現 場 の エ ン ジ ニ ア の努 力 と企 業 闇の 損 霽賠 償 検討 に

よ る繕 互牽 罰に よ っ て 対策 が進み、緊急 に 対応 する 事案

件 数を 補修業者の キ ャ パ シ テ ィ を超 え な い よ う獰 さえ 込

ん だ成 果 で あ る
］s。

　 こ の よ うに Y2Kの 教訓か ら．対 聹能力の キ ャパ シテ ィ

を超え な い よ うに予 防 策 を講 じる こ とを ひ とつ の 目標 と

す る こ とが有効と思わ れ る 。 P ま り、イン フ ル エ ン ザ に

罹 患 しな い こ とは不 可舵 で あ るが、パ ンデ ミ ッ クの 山を

低 く し．医 療 機閑の 対 応 が で き る状況にす る 事が地域安

全の ひ と つ の 目標 と い え る。

表 2　地震、￥2K，イ ンフル エ ンザの 被謇想定 の 比較

…項目 地震 Y2K イ ン フ ル エ ン

旨 ザ

被害の 地 盤 ．建 物 騎 報 システム 人 に薄 す る

対 象 施 設 、配 管 及び IC の 埋 被 害 が 大 き い

等 物 理 的。 め込み機械

派 生 して

…
人命 に 影響

を及 ぼす

…物 理 的 巨大地震 で 世界 の すべ て 徴界 の すべ て

な 影響

1鞭
あ っ て も

局地的

の 堀 域で 癸生 の 地 域 で 斃 生

i被害 の 急性期 は 、 1 月 1 貸． 窶 ケ 月〜1 年

期間 鷓〜 邇 の 2 月 鱒 臼等 等長 期化

才一ダー に集串

災 害

兆候

i

　　　 1予知 の 可 鰹
　 　 　 　 　 　 　 　 　 享

晃生 の 　性 は あ る も 1発生 ヨ時 を

　　　潔き钁 i特定磯

　　　 ．

伽噎外 を 除 き、 発 生 日時 は 予

測不可・徐々 i
に 拡大す る た i　　　　　　 i

め 数 顕一1 ケ i
月 ？ の 準 備が

1 司 能

被審

i抑 制

禰震 補強等

の 予 防 策 及

プロ グ ラム の

修 正及 び事 業

感染予防策の
．

準 備 及 びパ ン

i び 事業継続 継続計圃に よ デ ミ ッ ク期の

： 計 画 に よ り り軽減 薄 塩 姆何 に よ

軽滅 の軽減

企 業 の 事 業 継 続 ・ 事 前準備 と 感 染拡 大の 防

対応 へ 早期後 【日 を 取引先 との 止 へ の 協 力 と

の 影 響 饑 る 情報開 示 社会機鮨維持

及 び事業継続

の バ ラ ン ス

　次に、具 体的な行動 を とる烹体である が、地域 に 1ま地

方 自治 体 ．企 業 、自営 業、学 校．農 業 ・漁業組 合等の

様々 な主体 があ る 。 ま た 各琶帯 で は、経済を 支え る 成 入

の 他 に 祖 父鑷 ，主 婦．学生、児童、乳幼児等 そ れぞれの

コ ミュ ニ テ ィ に属す る様々 な メ ンバーが い る。今 日で は

国 民 の ge％ 程 度が 企業等の 総 織の 構 成 員か そ の 家 族 で

ある と い わ れて お り、これ ら各 メ ンバ
ー

の 行動を跨 まえ

て 企業 等 の 組 織 が ど う 行 動す る かが，地域 安 全 を検 討 す

る うえで 重要 で ある e

5 ．企業 の 対策 の 特徴

（1 ）　　 企業向けの 竝策ガ イ 欝ラ イ ン

　　 「事 業 者 ・職 場 に お ける 籍 型 イ ン フ ル エ ン ザ竝策ガ

　イ ドライ ン （孜定案） 」
了が 2008年 ？月 30 日に厚 生

労 働省 か ら公 表 さ れ た 。 今 後 これ を 受 け て 、各 省庁 と

　も該 当す る業 界 皺 体 に向けた 対策 寿イ ドライ ンを策定

する も の と考 え られ る。
　　こ の 事 業者 ・職場 に お ける 新型イ ン フ ル エ ン ザ對策

　ガ イ ドラ イン は以丁の 構 成 とな っ て い る。
層
ま

2n

φ

4聖
5
宀
◎

本ガイ ドラ イ ンの 位置付け

新型 イ ン フ ル エ ンザの 基礎 的知識

新型イ ン フ ル エ ン ザ行動計 薩の 立 案

新型 イ ンフル エ ンザ行動計画 の 発動

小 康状 態

参考資料

　参考 資 料 と して は 噺 型 イ ン フ ル エ ンザ発 生時の 袿会

経済状混 の 想定 （
一

つ の 例）」
S を公 褒 して い る。
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　詳 細 な 内 容 は本 ガ イ ドラ イ ン に ゆ ず る が、ポイ ン トと

して 以下の もの が挙げ られ る a

  　　燗 人 や 事 業者 が 実 施で き る 具 体 的 な感 染 予 防対

　　 作 を明示

　　イ ン フ ル ヱ ンザは空 気 感 染の 恐 れが 少 な い ことを明

　らか に し．2 メー
トルの 蓮離を閣ける こ と．手髯衛億、

　咳エ チ ケ ッ ト、職場の 溝冓 ・清掃、通 常の イ ン フ ル エ

　ン ザワ クチ ン の 接種の 5 項 目を提承 して い る 。
　　こ れ は、一

陦マ ス コ ミ 等で取 り上 げら れた入 手が  

　難ig　N95 マ ス クや タ ミ フ ル を争 っ て 購 入 する行 論 等 を

　防 ぐと と もに、一
般の 企 業で 筴施 すべ き最低限の 漓 毒

　活動 等の 履 行 や．備蓄等の 準備を 対応 可能な もの と し

　て 明 示 した 点 で意 義 があ る。
  　行動辭圃 を 策 定する こ とを健 し予 防活動 の 闘 始と

　　　合わせ て 箏業継続の検討 を明 示

　 　20D8 年 3 月 の ガ イ ドライ ン で は感 染 予 肪 を中 心 に

　記 述 され て い た が、〈ン フ ル エ ン ザ は感染 を完全 に防

　ぐ事が 嶺来な い た め，パ ン デミ ッ クの 発 盤 を想 定 した

企業行動を ガイ ドラ｛ ンで 定 め る必 要性 が攤 摘 され て

　お り，そ れ に 対 応 したも の で ある。
　　事業継続誹画 の 策定は内閣府

tfi，経済産 業省
IT・Is

等

　 が 2005 年 か ら相 次 い で ガイ ＃ライ ンを策 定 し、また

　国際標 準化
iYが議論 され る 等に よ り民闊の 取組 も含め

　
10、企業

tb
や 躙 ・地 方 自治体 に よ うや く普及 し始 め て

　お り、これ らが この イ ン フル エ ンザパ ン デ ミ ッ ク に も

　 貢 献す る事 が 期 待 され て い る。
  参考資料 も含 めて 被害想定を 明確化

　　これ によ り致 死 率や羅患率 の 推 定数字に対する 楽 観

　的、悲観的等の 意見を収拾し，企叢が竝策を取 るため

　の ひ と つ の 機軸を承せ た。

（2 ）　　 企 業の 環業纏織計画策定 に向けた課題

　企業がイ ンフ ル ： ンザ対策にi鍔け た予 防を実施 し、万

が 一パ ンデ ミ ッ クが 発生 した 場金 を視野 に入れ た 事業継

続 謙岡 を策定す る 場舎に は、今後検 討 し克覈 しな けれ ば

な らな い 課題 があ る 。 特 に地 震等の 葭然 災害 を 中心 に検

討 さ れて きた事 業 継 続 謙錘 を洛用 す る に あ た っ て の 課 題

に つ いて 以 下に 検討する 。

  対 応 期 間 が 1 年 とい う長 期 間で あ る が 故 の 露 餮 業務

　　絞 込み の 難 し さ

ガイ ドライ ン で は 2 ヶ 月程 度 の パ ンデ ミ ッ ク （フ ェ
ー

ズ 6）が 2−3回 程度発生す る と見て 1 年程 農の 長期の 魁

応 を検 討す る 必要 があ る と し て い る。諸外 國 の 事例 を含

め て も
一

般 に 事業継繞辭遯 は火 災、地震 ．水害、テ ロ 、
情 報 シ ス テム ダ ウ ン等 突癸 的で 過 酷 な 状況 が 短期 問 で 終

わ る 災害 を想定して い る もの が多い。しかしイ ン フ ル エ

ン ザで は 2 ヶ 月以 上 i 年 程 度 を想定 す る必 璽が あ る。こ

の た め s 重要な製晶
・サービス の 供給等に比 較す る と 圏

標霞汨 時聞が 比 較醜長 く優先 驥位が 低 い 決算や株 董総 会

等も対 策の 対 象に す る 必 要が あ る。
  　家族の

一
員 と して の 行動 と企業の 行動

　 企業及び組織 の 従業髫は、家族の
一
員で もある。家族

が 羅 患 した場合 は 致死 率 の 姦い 疾病 で は看 病の た め 自宅

待 機 とな る。生 徒児童の 所属 する 学 校 は フ x −一ズ 4 で鋳

鎖する攀が想定 され て い るが、フ m
一ズ 4 が 1隼 間続 い

た 場 合 の 封 処 等 は現時点 で は未 定で あ る、こ の た め 学蟻

を引き取る ため就業で きな い 従業員 も慮 て くるた め i 学

校 の 対 応 が従 業員 の 行動 に 影 響を 与 え る こ とに な る。介

護、福祉施設等 も同 様で ある 。

  サ プ ラ イチ ヱ
ー

ン の 儼々 の 企業の 鼓災に よ る影 響

　 自動車 産 業等高癢な サ プライ 5Fx −一
ン を持つ 業種で は、

企 業 群 が分 挺 して ひ と つ の 製品 を構 築す る。こ の ため，
ど こ か ひ とつ の 企業 が体業 を し た場合、多 くの 企業に そ

の 影 響が 生 じる。例 え ば 籍潟 県 中越 沖堰 震 で は、あ る 自

動車部品襲造業が 羅災 したた め 蘯内 12 祉の 篋動車 メ
ー

カーす べ て で 操業に 影 響 が生 じ た。イ ン フ ル エ ンザで 多

く の企 業が 五 月 繭式 に 休 業に 追い 込 まれ る と．実質的 に

完成品の 生産が長槻間鰍 とする恐 れがある。
　 ま た、ライ フ ライ ン 企業も爾 えば首鄂 圏 を 申心 に鉄 黨

が梢互 乗 り入れ を して い る 状況では．自社の 対応が各被

に 影 響 を 与 え るた め、対 応 策 は 1社の み で は 決め る箏 が

禺来な い。
　 こ の よ うな 状況 を避ける ため に は、業界躍体全体 で取

り決め を符い 、一斉 に操業 を 3 週 隧俸止す る等 の対 応 を

取 る 事 も必 要 で あ る。曳 要な 業 界 が一斉休 業 を行 う と発

電負荷や 乗車率の 軽減等他の 業界に も影響が 及ぶ o 地域

全体 を考え る と態 染 拡 大防止 策 と して 入 の 動 き を止 め る

慧味 で 、一斎 休 業 に 含 わせ て 学 校 甥鎖 等 も合 わせ る と良

く、ま た サ ブ ラ イ チ ェ
ーン が 日 本金体に 拡大 して い る こ

とか ら、パ ンデ ミ ッ ク 期に は 匯全体の
一

斉休業も検討 す

べ き と考 える。
  企業が 餾産 しない との 萠提はあ り得ない

　 イ ン フル エ ンザ漉 行 後 期 はパ ンデ ミ ッ ク ワ ク チ ン が製

造され ，祉 会機熊維持 従 事 者 を優 先 にい ず れ 黶民す べ て

に 接種 さ れ る こ と に な る と 想定 され る。こ の た め ，流行

初期 に 罹患す る こ と を避 ける ため に職賜へ の 出社 を画 避

する 行動 もあ りうる と して い るが、こ れ は 出社 しな くて

も給与が保証され る前提 に立っ て い る もの と考えられ る。
し か し なが ら業務の 縮 小 ・停止等に よ り経済活 動が 大幅

に 落ち込み 倒産 す る 可 能性 が あ る 場舎，従業員は 自宅待

機 を続ける で あろ うか。また 経営者も倒産を避けるた め

に出 社を要 簗 し、結果 的に予 防段繕で は 出社率が下 が ら

な い 再能性 が ある 。 ま して 、失業者が増 加 した 場合 、多

少 の 罹患の 危険性 を 蟹 して も、業務に 従事する 者が 現 れ

る と考え られ る。休業 によ る 暇 入減が派 遣袿貴 等へ は直

接短 期的に 現れ る た め、感 染 拡大 防止 策 とこ れ ら の 人 々

の 行動分析が 必 要で あ る。

（3　）
’
　 その 他の 対庸上の 課題

　 f情 報 シ ス テ ム産 業 の 視 点 で の 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 姆

策 に関する 提言」
1累 に 莖 要な 論 点が 示さ れて お り、これ

ら を 含め て い く つ か の 課蘊 を 示 す。現賻 点 の 翻 の ガイ ド

ライ ンは基本的 iこは 属 澗 岡士 で解決 す る こと を饑提と し

て い る が、政府 の 関 与 が必 要 な もの もあ る。また 政府 ・

地方自治体が企業の 取 引先になっ て い る 場合は惑然その

行 勸 の 影響 を企 業 が 受 け る事 に なる。
  　業務中の 罹患に よ る 労働災轡認定

　 上 配提 雷 では、歓会機 能維持 業務 へ の 就 業龠令 と業務

に お け る 罹患 に 関 す る 保 鉦等 安 全配 慮義 務 に つ い て の ガ

イ ドライ ンの 機示 を求め て い る 。 社会機能維持業務で の

概患 （死亡〉 にお ける 労働災害の 認定は必須で あろ う。
  葬 常箏 態宣 畧 の 発令

　 上 記 提言 で は、業務 の 停止縮小 に 伴 う各種契約不 履行

に つ き損 害 の 免責 が 補 償 され な い 限 り、予防 に向 けた 業

務の 縮 小 が 困難 と 指 摘 して お り、契釣 の
一部 不 履行 を可

能 とす るた め の非 常 夢 態 宣言 の 発 令 を求 めて い る。羅奉

の 契約で は 天 変地 異等 の 塲 合 は 棚 途 協 議」 の 条項が あ

る場合が多 い が，壇震等 では トリガ
ーが 奬確で あるが イ

ン フ ル エ ン ザで は ト リガーを定 め に く い た め，非常 事 態
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寛言を 適 屠 する こ とが 必 要 で あろ う。ただ し それ が 発 令

され な い 場合 は フ ェ
ーズ6 窺晉で 代 替 す る等 の 案 もあ る。

  流行 後期の 社会 状況 の 想定

　鬆璽イ ン フ jv　r ンザ に罹患し治癒 した 人は 抗体 検 査 で

確 認 され れ ば 1加 えて 6分 の家 族 等 の感 染 も終了 した場 合 ）

出袿が許 さ れ袿会機能の 維持や企業の 業務継続 へ の 貴纛

な 戦 力 とな る。過 重な労 働 は避 げるべ きで ある が、こ れ

らの 要員へ の 期待 もあるゆ一・
方、職場で は こ れ ら治癒者

と未罹患者 と の 仕事 に 関 す る 積極性 等 に 違 い が 出る 惧 れ

が あ り人 窮 評価等 へ の 公 平性 の 拇 保 が 悶題に な る。窒た、
治癒者は予防に 無蘭心 に なる惧れがあ り．予 防措黶 の 定

着化へ の 引き続き の 取組 も必 要で あ る。
　 また 、不急不

．
要な 業務と しで 自艪が 求め られ る で あ ろ

う映遡蟷、コ ン サ
ー

ト．テ
ー

マ パ
ー

ク 等の 娯楽産業 も 陰

癒者 か らの要 累 で 鴬 業再 體 となる事 も想定 され る。こ れ

ら対 慈 期 間 の 長 期 化 が 各種 対策 に 及ぼす影響 も考 え る 必

要が ある 。

6 、情報其有 コ ス ト削減のための 対策 の 必要性

（1 ）　 霞標の 明示

　國 も企業もイ ン フル エ ンザパ ンデ ミ ッ ク竝策 の 目標 を

曙確 にす る 必要 が あ る。また イン フル エ ン ザ パ ンデ ミ ッ

ク認策が ユ00％罹患を防 ぐもの で ない こ と を明確に す べ

きで あ る。Y2K 対 塔 で摂 れ て い た 箏 は対 応業 務 の キ ャ パ

シ テ ィ を超 え て 事 饒 が 発生 す る こ とで あ っ た 。通常な ら

ば イ ン フルエ ンザに 罹患したと して も医 療行為に よ り治

癒 で きたはず の 人 々 が，パ ンデミ ッ クに よ る匿 療機悶 の

マ ヒや キ ャ パ シテg を超 えた 患者数 によ り治療を受けら

れ ず死 亡 する 蜜態 を避 け る 事を 目標 と すべ き で あ る。こ

の 冒標 をか か げ社会機能維 持 の レベ ル 等 を定 め る こ と が

必 要で あ る。

〈2 ）　 協 謹会の 設 置

　緊 急 時 対 応 の 対 策 本部搆 築には、橇限、空間、情報め

3 っ の 要素
塗2が あ る 。感染拡大防止策 と して奨 励 さ れ て

い る在宅勤務等 で は この うち人や 慴報 を物理 的に集中さ

せ る 空問 の 要 素 が 隙窘 され る e しか し一番童要 な の は 、
政府 ・地 方自治体及 び取 引先、学校 ・介護施設 等の ス テ
ークホ ル ダーそれ ぞ れ が ど う行動 す るか の 情 報 を集 約 す

る こ とで あ る
tt

。 肖栓の 行動を 決め る に あた り、圃業他

社 と の 協調 の み な らず政府 ・地 方自治体 も食 めた 取 引 先

の行勤 ．物 流 等 重 要社会 機 能 維待 者 の 行 動 （物流会社 が

社会 機熊維持 へ の 騰力の ために 経鴬資源 を振 り向けた結果．自

社の 品物 の 輸 送が 函難に な る 等）等の 情報駁集 に 開す る コ

ス トが膨大 になる ． Y2K で も企 業隣土 が確認状を出 し舎

っ た り契約の 撰審聽撲条項 の 解釈で労力 をか けた 事例が

ある fi こ の よ うな 情報双 集 コ ス トを下 げるべ く．契約 の

解 釈の 事例の 公 簑、独占禁止法の 適用 除外の 運 用 を 想定

する等の 他、刻 々 変化 す る情 報 を
一
姪 的 に収集 し産 官 学

が
．一一一
体とな っ て 事に あた る 機饑 の 設置 と調整方法を 今 か

ら検封する 必要がある。
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ム ；与党 鳥 由来 新 型 イ ン フ ル エ ンザ 対 策 の攤 進 に つ い

　 て　；20D8隼 6月　20臼．
12）社飃法人電子 惴報技徳産漿協会．社団法 人憎 報サ

ービ ス 巖

　 業協会 ；摘報 シス テ ム 産業の 視点で の 親燮 イ ンフル X ンザ対

　 策に 関す る 提書 ； 200S 年 8月 25日

13＞東京海上日動 リス クコ ンサ ルテ ィ ング株践会社 ；島イ ンフ

　 ル エ ンザの感 染 状 況 と企業 にお け る対 策〜来 る ぺ きバ ンデミ

　 ッ クに鱚 えて〜；リス クレーダー20es−1 ； 2009年 1月

14＞東窟海上 日動 リス ク コ ンサ ル テ ィ ン グ株式会羝 二箏叢継続

　 マ ネ ジ メ ン ト構 築 の ポイ ン ト
ー

噺型 イ ン フル エ ンザ へ の 対応

　 力を養 う ；リス ク レ ーダー2008−3 ； 2Ge8　es　5 月

25）捲 囹翻久 ；蠶撥管理の 観点か ら見た 鷺K 問題の 総括 ； 勉域

　 安 全 学会 ；2000年
｝5｝中央防災会議 （内照府〉事業継続 ガイ Fラ イン鯖

一一
販　わ

　 が籔 企欒の 減災と災霧鰐慈 の 向上 の ため に ；2GQ5年 8 月

．1了｝緩 済産業省 ；事 業継 続 討顧1策定ガイ ドラ イ ン 1企 業 に お け

　 る 傭輳 セキ ュ リテ ィ ガ バ ナン ス の あり 方に 関する 研突会報告

　 霽 。参考資料》 ；2005駕 3月

19）中小 企 叢庁 ；中小企 叢庁 3CP策定選 撥 指針 ；2eefi年 2fi
！9）日本規格協会 ；緊急事態 準備 と 業務継続マ ネジメ ン トガ イ

　 ドラ イ ン ISOMAS22399 （籾 譲 〉 ；2008　OP　3 月

2の 特定 弗鴬利濡動法 人事難継 絖 推 進機構 ； 中小 企 業 BC？ ス テ

　 ッ プア ッ プ ・ガ イ ド ；ZOO7 年 【2 月

2D 内 閣 府 （防災 橙 当｝ ； 企 業 の誰 業 継 続 及 び 防災の 取 組 に髓

　 す る実態翻査 概 熨 平成 2G年 3月 ；　ZOOS年 3 月

22＞王舞CI騰 醍 導〔MMAND　s￥SfEM　NAτIONAL　TR触繝 鵡 cgRRICULUM

　 鑼edulel ？ Instruetor　Guitie　 l了畷，5ComPBnents　 af　 lcs
23）来啜 国土安全保瞳 省 ；重要イ ン フ ラ と盗鰾に 対する新型イ

　 ンフ ル エ ンザ対 策 と した準 縮 ・鰐 応 ・復 旧の ため の ガイ ド ；

　 hIしP：／〆糟 ．pae｛蓐e瓦貞εぎ1巳．憙ev／pLan〆P如「／cikrpan 嚢emic こ襪冂観e
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